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　超高齢社会の日本では、高齢者が重度の要介護状態になっても住み慣れた地

域で自分らしく暮らしていける社会をめざし地域包括ケアシステムの構築が進

められている。地域包括ケアシステムは、医療、介護、予防、住まい、生活支

援が一体となって提供されるシステムである。要介護状態を予防するための介

護予防、病気になったら医療、介護が必要になったら介護、さらにはそれぞれ

の段階で必要な生活支援など、各自の状態に適したサービスが地域で受けられ

ることをめざしている。地域包括ケアを基盤にした認知症対策として「認知症

施策推進総合戦略（新オレンジプラン）」が策定された。新オレンジプランの

もと、Ⅰ．認知症の理解を深めるための普及・啓発、Ⅱ．認知症の容態に応じ

た適時・適切な医療・介護等の提供、Ⅲ．若年性認知症施策の強化、Ⅳ．認知

症の人の介護者の支援、Ⅴ．認知症の人を含む高齢者にやさしい地域作りの推

進、Ⅵ．認知症の予防法、診断法、治療法、リハビリテーションモデル、介護

モデル等の研究開発及びその成果の普及の推進、Ⅶ．認知症の人やその家族の

視点の重視の７つの柱が掲げられた。とくに認知症の人やその家族の視点を重

視することは、もっとも重要と考えられている。今後認知症者数が急増する日

本において新オレンジプランの推進が必要である。

キーワード：地域包括ケアシステム，認知症，新オレンジプラン

地域包括ケアシステムと認知症高齢者への支援
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１．地域包括ケアシステム
　日本では現在 65 歳以上の高齢者人口は

3000 万人を超えて、2042 年約 3900 万人まで

増加するとされる。認知症は、認知障害によ

り自立した生活が困難となった状態と定義

されるが、高齢になるにつれ認知症の有病

率は増加する。現在 65 歳以上の 15％が認知

症と推定され、認知症者数は 462 万人、そ

の予備群である軽度認知障害（mild cognitive 
impairment, MCI）者数は 400 万人とされ 1）、

さらに 2025 年には認知症者は 700 万人に達

することが推測されている。

　要介護認定率も高齢化とともに上昇し、国

民の医療や介護の需要も今後さらに増加する

と考えられる。一方、高齢者の健康に関する

意識調査の結果から、介護を受けたい場所と

して「自宅」が 34.9％と最も多く、自宅で最

期を迎えることを希望する人は 54.6％と報告

されている 2）。

　このため厚生労働省は、高齢者の尊厳の保

持と自立生活の支援を目的とし、可能な限り

住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生

の最期まで続けることができるような地域の

包括的な支援・サービスの提供体制、すなわ

ち地域包括ケアシステムを推進している 3）。

2014 年日本学術会議も、急性期治療を終え

た回復期の受け皿や終末期ケアなどの生活の

質（QOL）を重視した在宅医療のニーズが

高まり、地域全体で診、看ていくという「地

域完結型医療」が求められているとし、「治す」

医療から「治し支える」へ、また「病院中心」

から「QOL を重視した地域完結型」へ転換

することを提唱した 4)。このためにも地域包

括ケアシステムが求められる。

２．新オレンジプランとは
　地域包括ケアシステムを基盤として、認知

症の人が住み慣れた地域の環境で自分らしく

暮らし続けるために提唱されたのが、認知症

施策推進総合戦略（新オレンジプラン）であ

る 5）。

　新オレンジプランは、7 つの柱からなる。

すなわち１．認知症への理解を深めるための

普及・啓発の推進、２．認知症の容態に応じ

た適時・適切な医療・介護等の提供、３．若

年性認知症施策の強化、４．認知症の人の介

護者への支援、５．認知症を含む高齢者にや

さしい地域づくりの推進、６．認知症の予防

法、診断法、治療法、リハビリテーションモ

デル、介護モデル等の研究開発及びその成果

の普及の推進、７．認知症の人やその家族の

視点の重視である。とくに７は 1 から６のす

べての施策の基本であり、もっとも重要とさ

れている。以下にそれぞれについて概説する。

１．認知症への理解を深めるための普及・　
啓発の推進

　3 つの具体的な方策が挙げられている。

① 認知症の人の視点に立って認知症への社会
の理解を深めるキャンペーンの実施　

　認知症の人が自らの言葉で語るなど積極的

に発信することが重要であり、現在各地で開

かれる認知症に関する研修会や、自治体や国

が主催する委員会などに認知症の人が出席し

自らの意見を述べることが増えている。我々

が定期的に行っている DLB サポートネット

ワークにも認知症の人や家族が参加するが、

話をうかがうことでこれまで気づいていなか

ったことに毎回気づかされ、支援のあり方を

再考させられることも多い。

②認知症サポーターの養成と活動の支援
　認知症サポーターの数はすでに 1000 万人

を超えているが、養成講座を通してさらに認

知症サポーターを増やすこと、認知症サポー

ター養成講座を終了した人のために復習用の

講座やより上級の講座を開くなどの取り組み

を行うこと、活躍の場を確保することなどが

提唱されている。現在認知症サポーターは、

認知症カフェや家族交流会など認知症の人や

介護家族を支える様々な場面で役割を担って

いる。

③ 学校教育等における認知症の人を含めた　
高齢者への理解の推進

　授業等で認知症に関する教育が行われてい

る。筑波大学でも平成 27年度に、ヒューマン・

ケア科学専攻の高齢者ケアリング学分野が中
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心となり、中学生と高校生を対象に、高齢者

の心身の基本的な特徴や認知症について学習

する場として、「孫世代との会話による高齢

者の喜びと満足感の反応を科学的にとらえよ

う」を開催した。その後も日本高齢者ケアリ

ング学研究会学術集会では認知症に関する公

開講座を行い中学生、高校生に幅広く参加を

呼びかけている。

２．認知症の容態に応じた適時・適切な医療・
介護等の提供

　予防や早期診断・早期対応の大切さはもち

ろんであるが、経過中行動・心理症状（BPSD）

や身体合併症がみられても、医療機関・介護

施設等での対応が固定化されないような循環

型の仕組み作りを推進することを目指してい

る。

１）発症予防の取り組み
　近年、欧米諸国の研究から認知症の有病率

や発症率の低下が報告されている６,7)。米国

のフラミンガム心臓研究においては、認知症

の発症率が、この 30 年間で徐々に低下して

いることが報告されている７）。第 1 期（1970 
年代後半～ 1980 年代前半）に比較して、第 
2 期（1980 年代後半～ 1990 年代前半）は 
22%、第 3 期（1990 年代後半～ 2000 年代前半）

は 38%、第 4 期（2000 年代後半～ 2010 年代

前半）は 44% 低下したという。認知症の有

病率や発症率が低下した理由は明らかではな

いが、これらの報告は認知症に対する予防活

動が有効な可能性を示唆している。

　NIH（米国国立衛生研究所）は、アルツハ

イマー型認知症（AD）に対する予防策を推

挙げている。その策とは、定期的な運動、果

実と野菜豊富な健康的な食事、家族や友人と

時間を過ごす、社会交流と知的な活動、2 型

糖尿病のコントロール、高血圧と脂質異常証

の改善、適正な体重の維持、禁煙、うつ病の

治療、過度の飲酒を避ける、十分な睡眠であ

る 8）。日本でもここに挙げられた予防策の重

要性は認知され、各地域で認知症予防に関す

る勉強会や運動を中心とした介護予防プログ

ラムが行われている。ただし実践プログラム

の効果は十分検証されていないことが多く、

今後の課題としてあげられる。

２）早期診断・早期対応の体制整備
　認知症の人やその家族と接する機会が多い

医療専門職や介護専門職が、認知症について

より理解を深め、変化に早く気づくことが早

期診断や早期対応につながる。このため新オ

レンジプランでは、あらたに歯科医師、薬剤

師、看護職、介護職などに認知症対応力向上

研修会などの実施を求めている。

　レビー小体型認知症（DLB）は、初期診断

がとくにむずかしい認知症疾患である。2013
年の全国調査では DLB は AD や血管性認知

症（VD）についで 3 番目に多いが、その頻

度は 4.3％に過ぎなかった 1)。しかし死後神

経病理学的検索が行われ確定診断した報告で

は、DLB の頻度を 20％前後とするものが多

い。したがってかなりの DLB が臨床診断さ

れていないことが示唆される。DLB は早期

に記憶障害が目立たないことが多く、またう

つ症状や幻覚・妄想症状が目立つことが多い

ことから、精神疾患と診断されることが少な

くない 9)。そのうえ DLB は薬剤過敏性から

少量の抗精神病薬でも重篤な副作用を呈する

ことがある。研修会では認知症の対応力向上

とともに、早期に認知症に気づくポイントを

研修することが重要である。また高齢者では

薬剤性の認知障害にも注意が必要である。回

復可能な認知症の原因が検討され、薬剤性

はうつ病に次いで多いと報告されている 10）。

処方数が多くなるにつれ認知障害のリスクが

大きくなることも報告されている 11）。現在

厚生労働省では、「高齢者医薬品適正使用検

討会」を開催し、高齢者にとって有害事象の

リスクが大きい薬剤の使用を減らす対策が検

討されている。同時に医師・薬剤師・看護師・

介護士など多職種連携の重要性も指摘されて

いる。

　ところで介護専門職は離職率が高く、また

他職種に比べて不安、不眠、うつなどのスト

レス反応が高いことが報告されている。介護

職のパフォーマンスとストレスの研究では、

優秀な介護職ほど負担感が多く、働きがいが
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低いことや、パフォーマンスがすぐれない介

護職はストレス反応も大きくなる傾向が認め

られた。介護職の研修では、認知症の理解を

深める内容とともに、ストレスマネジメント

に対するプログラムが必要なことが示唆され

る 12)。

認知症初期集中支援チーム
　認知症かどうかがわからず家族が対応に戸

惑っているケースなどに早期診断や早期対応

の支援を行う認知症初期集中支援チームの設

置が各自治体で進められている。認知症初期

集中支援チームは、看護職、作業療法士など

の専門家からなり、認知症が疑われる人や認

知症の人、ならびにその家族の家を訪問し、

およそ 6 ヶ月間にわたり専門医と相談しなが

ら初期の支援を包括的・集中的に行う。平成

30 年度にすべての市町村に認知症初期集中

支援チームの設置が求められている。

３）認知症の容態の変化に即した適切な　　
治療やケア

　認知症の多くは次第に進行する。本邦で最

も多いアルツハイマー型認知症は、軽症では

銀行のお金の出し入れや買い物など複雑な行

動に対して支援が必要であり、中等症になる

と身の回りのことに対しても支援が必要にな

る。また高度になると尿失禁などの身体症状

が出現する。このため進行状態に応じた治療

やケアを必要とする。AD の治療薬は４剤あ

り、軽症例には３剤のコリンエステラーゼ阻

害剤が、また中等症以降はメマンチンが使用

可能である。さらに高度ではメマンチンと、

コリンエステラーゼ阻害剤のうちドネペジル

のみが使用可能となる。このため適切な薬物

治療を行うにも進行状態を適切に把握するこ

とが必要である。

高度例に対する地域連携
　認知症が進行するにつれて BPSD や身体合

併症の頻度が高くなる。このため在宅から入

所や入院へ移行する例も多い。しかし新オレ

ンジプランでは、高度例や合併症を併発した

場合でも、入院で急性期治療が終了後は、医

療と介護が連携しながら自宅など住み慣れた

地域で生活が送れるように支援することが求

められる。日本精神病院協会の報告書では高

度 AD の BPSD 合併例に対して入院後３ヶ月

で症状が改善し多くの例で入院前の生活環境

に戻っていることが報告されている 13)。ただ

し在宅に戻った後、BPSD 治療薬の減量・中

止について専門医とかかりつけ医の医療連携

が必要となる。

　地域包括ケアシステムにおいて重要な役割

をもつ病棟として 2014 年に地域包括ケア病

棟が新設された。地域包括ケア病棟は、急性

期からの「ポストアキュート」と在宅・施設

療養患者の緊急時の受け入れの「サブアキュ

ート」、これらの補完と一般病棟を代替する

「周辺機能」、受け入れた患者に院内・地域内

の多職種協働を提供する「在宅・生活復帰支

援」の 4 つの病棟機能を有している。現在生

活支援のまちづくりも地域包括ケア病棟をも

つ病院の役割の一つになっている 14)。

３．若年性認知症
　若年性認知症とは 65 歳以前に発症した認

知症の総称であり、日本に若年性認知症の人

はおよそ 4 万人弱とされる。原因疾患として

は VD が最も多く、次いで AD である 15）。若

年性認知症の患者および家族に対しては、高

齢発症の認知症と比較して、心理面や経済面

などより積極的な支援が必要である。ところ

が、異常に気づいてから受診するまでの期間

は老年期の認知症よりも早く、3 割が半年以

内に、およそ半数は 1 年以内であるにもかか

わらず、認知症と診断されるまで長時間を要

する場合が少なくない 16）。 初期や前駆期に

うつやアパシーが前景であることが少なくな

く、このためうつ病などの精神疾患と診断さ

れがちである。若年性認知症の可能性を常に

念頭に置き鑑別にのぞむ必要がある。若年性

認知症に対して理解し、就労継続の配慮をす

る職場は少ない。まだ本人に意欲が残ってい

るにも関わらず退職をせざる得ない場合や、

本人が能力の低下を自覚しながらも仕事を続

けることに負担を感じる場合がある。自立支

援給付（就労移行支援や就労継続支援（Ａ型・
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Ｂ型））や、地域障害者職業センターや障害

者就業・生活支援センターなどの利用も可能

であるが、いまだ支援策は十分ではない。

４．介護者支援
　認知症の本人とともに介護者の支援も重要

である。介護者はストレスが蓄積し、うつ病

のリスクは介護していない人と比較して高率

である。とくに BPSD は介護ストレスを増加

する。BPSD が介護負担を増すとさらに認知

症の本人の生活のしづらさが悪化することが

報告されている 17）。BPSD を治療だけでは、

介護負担の軽減につながらないことが多く、

介護者に対する直接の支援が必要である。新

オレンジプランのなかでは前述した認知症初

期集中支援チームとともに、認知症カフェも

介護者負担軽減が期待されている。カフェで

は、認知症の本人や家族が地域の人や専門家

との交流し、情報共有やお互いの理解を深め

られる。認知症カフェも平成 30 年度にすべ

ての市町村で実施することになっている。

　現在、厚生労働省では介護休暇の増加など

介護者の支援策を打ち出しているが、介護者

のメンタルヘルスに関する視点は十分とは言

えない。介護者のストレス対策として、認知

症カフェ、家族会、DLB サポートネットワ

ーク等での交流や介護保険サービスを利用し

たレスパイトのほかに、ストレスマネジメン

ト法を学ぶ場をつくることも有用と考える。

ところで高齢男性は高齢女性より自殺が多い

が、メンタルクリニックなどの受療行動は少

ない。認知症の本人や介護者と接する者は、

介護者のストレスやうつ状態に常に留意する

ことが求められるが、男性介護者は自身の不

調を表出せず気づかれにくいことに注意が必

要である。

５．認知症の人を含む高齢者にやさしい　　
地域づくりの推進

　1．生活の支援（ソフト面）、２．高齢者が

生活しやすい環境（ハード面）の整備、３．

就労・社会参加支援、４．安全確保の４つの

面が地域作りの柱になる。

　これらを具体的に地域で推進していくなか

で，大学は産官学の連携の中心となり、学術

的な支援を行い、また地域作りを推進するリ

ーダーを養成するなどの役割が期待される。

６．研究開発
　認知症の予防、診断、治療などすべての面

において研究の進展が必要である。アルツハ

イマー型認知症の予防については前述した

が、予防策の中で最もエビデンスが蓄積され

ている運動についてもいまだ検討の余地があ

る。定期的な運動習慣は認知症発症リスクを

低下することが報告されているが 18）、一方

で 12 ヶ月以上運動を実践した群と運動をし

ない対照群との間に認知症の発症率に有意差

がみられないとする報告もある 19）。またこ

れまでのリスク要因や予防の研究は AD 以外

の認知症疾患に対してはほとんど行われてい

ない。今後の研究の展開を待ちたい。

　治療においても同様である。現在 AD につ

いては症状改善薬４剤が用いられているが、

期待されている根本治療薬については世界中

で開発が続けられているものの、これまでの

ところ良好な結果が得られていない。DLB
については現在症状改善薬 1 剤のみが臨床的

に使用可能にすぎず、治療手段に乏しい。根

本治療薬の開発はこれからである。薬物療法

に限界がある現在、非薬物療法が重要である

が、非薬物療法の効果に関するエビデンスも

きわめて乏しい。このように、今後いっそう

認知症に関する研究の推進が求められる。

まとめ
　地域包括ケアシステムにおける認知症高齢

者への支援について、新オレンジプランの内

容にそって概説した。新オレンジプランでは

認知症になっても住み慣れた環境で自分らし

い暮らしを人生の最期まで続けるためのさま

ざまな提案が行われている。2025 年には 65
歳以上の 3 人に一人、全国民の 10 人に一人

が認知症か軽度認知障害となることが予測さ

れており、認知症者数が今後急増する日本に

おいて新オレンジプランの推進が必要であ

る。
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